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概要 司書養成のための大学における図書館に関する科目は、2008 年の図書館法改正を受けて文部科
学省令で定められ、2012 年度より実施に移された。本稿ではこの省令科目の構成を改めて確認した上
で、図書館業務における情報化の進展とそれに対応した能力育成という観点での教育内容への反映が、
科目設定上どのように考えられているのか、それ以前の科目構成からの変化ともあわせて考察する。
また、新設された必修科目「図書館情報技術論」のねらいと内容について具体的に検討し、授業内容
の構成について私案を提示することを試みる。 
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1. はじめに 
司書養成のための大学における図書館に関する
科目の履修については、法的な制度整備がないま
ま司書講習のための省令科目の準用により長らく
運用されてきたが、2008 年の図書館法改正を受け、
2009 年 4 月 30 日の文部科学省令第 21 号におい
て新しく、大学において履修すべき図書館に関す
る科目が規定された。2012 年度より実施に移され
ることになったそれらの「図書館に関する科目」
（以下、新省令科目とする）についての論考はす
でに様々な観点から展開されているが、筆者は前
稿1で、この度の省令科目改定と図書館業務に必要
な情報化の進展に対応した能力育成のための科目
設定について考察し、図書館と情報通信技術（ICT）
の関わり、あるいは図書館への情報技術の適用に
ついて講じられるべき内容を検討した。本稿では、
引き続いて図書館業務に必要な情報化の進展に対
応した能力育成のための科目設定について考察す
る。中でも特に、新設された必修科目「図書館情
報技術論」の内容について検討し、具体的な授業
内容の構成についての私案を提示したい。 
前稿・本稿で取り上げた科目「図書館情報技術
論」については、単独で取り上げた論考はまだ少 
 
† 大手前大学 総合文化学部 
なく、テキストとして出版された書籍も 2012 年 8
月時点では 1 冊しかないとみられる。司書課程を
設置している各大学などでは今年度以降に遅かれ
早かれ実際に開講されていくことになるので、そ
れらに続く実践的報告などを待ちながら、本稿は
一つの試みとしての考察を行う。 
 
2. 新省令科目の構成 
新しい省令科目の構成としては、まず必修科目
として基礎科目 2 単位 4 科目、図書館サービスに
関する科目 2 単位 4 科目、図書館情報資源に関す
る科目 2 単位 3 科目がある。選択科目は、1 単位
科目を 2 科目以上選択することとなっている。あ
わせて計 24 単位以上を履修することで司書資格
を取得することができるものとされた。 
これらの新省令科目への構成変更については、
2006 年に文部科学省が発表した「これからの図書
館像2」、および、「これからの図書館の在り方検討
協力者会議」での議論が背景となっており、その
議論の経緯については公表されている報告3（以下、
「報告書」とする）および関連資料より知ること
ができる4。新省令科目以前の、1996 年に改定さ
れ翌 1997 年より施行された図書館法施行規則に
よって定められていた司書講習科目（以下、旧省
令科目とする）からの主な相違点は、以下である。 
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1. 基礎科目では、旧「図書館経営論」に法制度・
政策についての内容を加えて科目名を「図書
館制度・経営論」に改め、「生涯学習概論」
とともにいずれも 2 単位科目とした。情報化
の進展に対応した能力育成のための科目「図
書館情報技術論」を新設した。 
2. 図書館サービスに関する科目では、旧「図書
館サービス論」を「図書館サービス概論」と
名称変更し、その下に「情報サービス論」「児
童サービス論」を位置付けた。旧「レファレ
ンスサービス演習」と旧「情報検索演習」を
発展的に統合するものとして「情報サービス
演習」を新設した。「児童サービス論」は 2
単位科目とした。 
3. 図書館情報資源に関する科目では、「図書館
資料」にネットワーク情報資源を加えたもの
を「図書館情報資源」と位置付けた。旧「図
書館資料論」、旧「資料組織論」、旧「資料組
織演習」の科目名を、それぞれ「図書館情報
資源概論」「情報資源組織論」「情報資源組織
演習」と改めた。旧「専門資料論」について
は、部分的に「図書館情報資源概論」に組み
入れるものとして整理統合した。 
4. 選択科目については、「図書・図書館史」と
「図書館施設論」が、上記 1～3 の各科目体
系を横断する内容の選択科目として設定さ
れた。また、1～3 の各科目体系で学んだ個
別テーマを掘り下げて学習するために各体
系の特論「図書館基礎特論」「図書館サービ
ス特論」「図書館情報資源特論」が設けられ
た。さらに、各科目体系での専門的な演習や
図書館に関する課題研究等を行うために「図
書館総合演習」を設けた。また、図書館での
実習を行うために「図書館実習」を設けた。 
 
以上のことから、新省令科目では図 1 のように、
基礎から応用への内容的展開をもつ構造として科
目群が体系化されたと捉えることができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 新省令科目の構成 
 
3. 図書館業務における情報化の進展と、司書養成
教育への反映 
これからの図書館の在り方検討協力者会議の
「報告書」においては、「これからの図書館像」を
実現するために「司書の養成内容に必要な新たな
視点」として、情報化の進展に対応した情報技術
の知識や技術、発信型情報サービスに関する知識
などの新たな観点を挙げて、従来の養成内容を見
直す必要があったとしている。 
数十年来の情報化の進展にともなう図書館業務
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における主な変化としては、大きく次のような 3
点が挙げられるだろう。 
1. 図書館業務自体の OA 化： 
目録のコンピュータ化やネットワーク化
（OPAC の出現）、資料所在管理のコンピュ
ータ化、および貸出資料管理とそれに伴う利
用者管理のコンピュータ化、選書・発注業務
のオンライン化などがある。 
2. 情報資源の ICT 化： 
従来の媒体に代わる、電子化された情報資源
やネットワーク情報資源が出現しただけで
なく、その取り扱いが増大したことへの対応
における業務の ICT 化、例えば情報資源管理
や情報探索・検索における ICT 化などがある。 
3. サービスの ICT 化： 
図書館からの情報発信の ICT 化として Web
サイトの開設や WebOPAC の公開、ネットワ
ーク情報資源の提供など、各種サービスの展
開、その前提となる情報環境を整備して提供
を行うということなどがある。 
 
次に、これらの変化に対して、司書養成教育に
おける学習内容への反映は、これまでどのような
状況であっただろうか。まず、旧省令科目からみ
てみたい。 
旧省令科目については、1996 年に行われた改定
の目的と内容が、生涯学習審議会社会教育分科審
議会のまとめた文書「社会教育主事、学芸員及び
司書の養成、研修等の改善方策について5」に述べ
られており、各科目の内容等の詳細は添付の資料
別紙 3 に記されている。ここでは必修科目につい
ては「ねらい」と「内容」が掲げられており、「図
書館概論」で情報技術の図書館への影響に触れて
いるほか、「情報サービス概説」、「情報検索演習」、
「図書館資料論」、「資料組織概説」、「資料組織演
習」といった科目において、コンピュータ目録・
OPAC への移行対応、情報資源媒体の多様化や新
しいメディアへの対応、レファレンスや情報探索
のコンピュータ化への対応などが含まれており、
情報化の進展に伴って意識的に取り入れられた部
分と見受けられる。しかし、その後の社会全般に
おける情報化が急速に進んだこと、特にインター
ネットが一般的に普及したことの結果、先に挙げ
た図書館業務における変化があったことと照らし
あわせてみると、目録以外の業務での OA 化や情
報資源管理の ICT 化対応、情報環境の整備・管理、
Web を基盤としたサービス構築などについての
観点は対応が不足するものとなっていった感があ
る。 
また、科目の主たる内容として ICT そのものを
取り上げうるのは、乙群（選択科目）のうち「情
報機器論」である。（本稿では、独自に内容設定可
能な特論科目は考察対象から除く。）科目「情報機
器論」については、先述の資料別紙 3 において、
そのねらいを「各種情報機器の機能、種類、利用
等について解説する。6」とされているのみである。
前稿で考察を行ったように、実際の授業は多様で
多岐にわたる内容で展開されていたとみられるが、
つまり全般に均質的な内容で実施されていた訳で
はない。科目「情報機器論」が選択科目であるこ
とともあわせて、全体として、情報化の進展に十
分対応した教育が実施できていたとは言い難い。 
このように見てみると、旧省令科目においては、
資料および目録やレファレンスに代表されるよう
な極めて図書館的な要素そのものの ICT 化には
ある程度対応しえていたものの、その改定後の急
速な情報化の進展によって、対応の不足が指摘さ
れる状況がうまれてきたといえる。 
これに対して新省令科目については、先述のよ
うに、情報化の進展に対応した情報技術の知識や
技術、発信型情報サービスに関する知識などの新
たな観点を挙げて、従来の養成内容を見直す必要
があったとされている。「図書館の業務やサービス
の基礎となる情報技術の知識や技術7」に関しては、
科目「図書館情報技術論」が新たに設けられたほ
かにも、「報告書」別紙 2 において各科目のねら
いと内容を挙げて示している中で、いくつかの科
目において、電子資料やネットワーク情報資源を
含む各種の情報源の類型と特質など、またその組
織化や検索に関連した事柄、情報検索とその結果
の活用、情報サービスの展開、関連法規として著
作権法や個人情報保護法などがあげられている。
これらは旧省令科目の内容を継承しつつ拡張し、
より具体的に言及したものとなっている。 
 
4. 司書課程新カリキュラムの構成 
次に司書課程の新カリキュラム内容について検
討するにあたり、仮に、省令科目を図 2 の導入科
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目群、中核科目群、探究科目群の 3 グループに分
けて考えることとした。3 つのグループは、すな
わち科目群が 3 つのステップに分けられているこ
とを示し、原則として、導入科目群→中核科目群
→探究科目群の順に学習していくことを示すもの
とする。導入科目群は、基礎科目の 3 科目のほか、
選択科目「図書・図書館史」を配した。「図書館情
報技術論」は基礎科目の一つではあるが、後述の
内容面の検討において関連する内容を扱う各種科
目の学習後に履修するよう配した方がよいと考え、
残りの必修科目および選択科目「図書館施設論」
とあわせて中核科目群とした。選択科目の各種特
論科目と「図書館実習」「図書館総合演習」は、必
修科目を応用的に展開した内容となるべきもので
あるので、探究科目群とした。 
各科目の学年配当については、司書課程外で初
年次教育科目が先行もしくは並行しつつ、導入科
目群を 1 年次、中核科目群を 2～3 年次、探究科
目群を 4 年次で履修することを標準とする。大学
生の就職活動が早期化・長期化している昨今の状
況を鑑み、3 年次までで必修科目の履修が終わる
ように配している。なお、司書課程運営の実際上
は、選択科目のすべてを開講対象とするのかどう
かについても検討するべきところであるが、本稿
ではこれを割愛する。本稿ではこれからの図書館
の在り方検討協力者会議の「報告書」に示された
考え方を中心にして、図書館業務に必要な情報化
の進展に対応した能力育成のための科目設定につ
いて考察するためであり、選択科目についてはそ
の内容設定に各大学等での自由度が大きく認めら
れているからである。すべての選択科目が開講さ
れる前提では、選択科目 2 科目も 3 年次まででの
履修が可能となる。 
3 年間ないし 4 年間かけての単位履修を前提と
することとしたのは、基礎科目以外の必修科目は、
概論に始まり講義科目と演習科目の組み合わせに
よりひとつの体系を構成しているという考え方を
尊重し、並行履修する科目数を減らし順次学習を
進めていく構成をとりうるように考えたからであ
る。短期大学でも司書課程の開設は可能であるが、
2 年間で 24 単位以上を履修する場合を考えると、
多くの科目を並行履修する必要が生じる。ただ、
2 年間に圧縮しての配当も考えようがあるだろう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 司書課程新カリキュラムの構成
 
5. 科目「図書館情報技術論」の内容とねらい 
これまでの改正による変遷を通じてみても省令
科目は全体として旧来のものの修正という形がと
られてきているなかで、この度の新省令科目中に
おいて、「図書館情報技術論」はまったく新規に設
けられた科目である。 
「報告書」では、情報化の進展に対応した能力
育成のための科目「図書館情報技術論」について、
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「図書館業務に必要な基礎的な情報技術を修得す
るために、コンピュータ等の基礎、図書館業務シ
ステム、データベース、検索エンジン、電子資料、
コンピュータシステム等について解説し、必要に
応じて演習を行う8」としている。 
また、「報告書」別紙 2 においては、科目「図
書館情報技術論」の内容として、「1) コンピュー
タとネットワークの基礎、2) 情報技術と社会、3) 
図書館における情報技術活用の現状、4) 図書館業
務システムの仕組み（ホームページによる情報の
発信を含む）、5) データベースの仕組み、6) 検索
エンジンの仕組み、7) 電子資料の管理技術、8) コ
ンピュータシステムの管理（ネットワークセキュ
リティ、ソフトウエア及びデータ管理を含む）、
9) デジタルアーカイブ、10) 最新の情報技術と図
書館9」という 10 項目が挙げられている。さらに、
文部科学省生涯学習政策局社会教育課によって
2009 年 7 月に示された「改正司書養成科目に関
する Q&A」においては、科目「図書館情報技術
論」の内容に含まれるものの具体例として「図書
館業務に必要な、ネットワークに関わるサービス
に携わる際の前提となる最低限の用語や概念の理
解を図る、ウェブページの構成・評価、個人情報
の流出やウェブサイトの改ざんを防ぐための最低
限の必要な知識等10」が考えられるとしている。 
以上のように幅広い項目があげられているが、
重要なことは ICT そのものの理解や技術の習得
自体に終わらないということだといえよう。図書
館の各種業務やサービスへの適用という観点が常
に必要である。また、特に ICT そのものに関して
は、俗にドッグイヤー／マウスイヤーといわれる
ように技術革新にともなう変化や移り変わりが非
常に速いため、学習内容が早期に陳腐化するだろ
うことも懸念される。ゆえに、将来的に技術の変
化・変容に対しても理解することの手助けとなる
ような基礎的概念の理解につとめ、また学生各自
が将来的にそうしたことに対応できるスキルを育
成することこそが重要であろうと考えられる。
ICT の理解や技術の習得自体ということよりも、
図書館における ICT の利活用に際しての問題を
認知し対処するためのスキルの養成である。 
このようなことから、図書館業務に関わる基礎
的な情報通信技術を理解するために、さまざまな
実例から用語や概念を解説する授業になるであろ
うし、この科目のねらいは「図書館業務に関わる
ICT について学び、図書館業務への ICT の利活用
に際して問題を認知し対処するために重要な点を
理解すること」ということができるだろう。 
 
6. 科目「図書館情報技術論」の授業内容案 
以上のことから、授業内容の構成を具体化した
のが表 1 である。 
 
表 1 「図書館情報技術論」授業内容の構成案 
1. 情報通信技術の現状と図書館： 
情報のデジタル化およびネットワーク流
通の状況、ICT と図書館における業務およ
びサービスの変化 
2. コンピュータとネットワークの基礎： 
コンピュータシステムの構成要素、コンピ
ュータネットワークの類型、情報伝送の仕
組み、データの単位、文字コード 
3. インターネットと検索エンジン： 
インターネットの出現と発展、検索エンジ
ンの出現、検索サイトの類型、検索結果の
評価と提示、検索エンジンで検索できない
情報 
4. インターネットの仕組みと関連の技術①：
TCP/IP、HTTP/HTTPS、HTML/XML、
CGI 
5. インターネットの仕組みと関連の技術②：
WebAPI、OpenURL ＜演習＞ 
6. データベースの仕組み： 
データベースの構成要素、データベースシ
ステムの構造と機能、データ管理方式
(RDB)、検索技術（全文検索、索引） 
7. 図書館業務システムの仕組み： 
図書館業務システムの構成要素例、システ
ムとデータの連携、データの構造とリン
ク、Web サービスと情報発信 
8. コンピュータシステムの管理、セキュリテ
ィ： 
障害管理、データの保全、セキュリティ対
策、性能監理、リスクマネジメントとクラ
イシスマネジメント 
9. デジタルアーカイブの構築・運用①： 
デジタルアーカイブのシステム例、国立国
会図書館の取り組み、国立情報学研究所の
取り組み 
10. 情報の保存と利用をめぐる問題： 
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データの形式と流通・利用・保存、エミュ
レーションとマイグレーション、情報の電
子化と保存に関連した規格  
11. 標準規格（国際規格、デファクト・スタン
ダード）： 
Z39.50、SRU/SRW、OAI-PMH、Open 
Search、XML 
12. デジタルアーカイブの構築・運用②： 
リポジトリシステム ＜演習＞ 
13. 情報通信技術と社会（法と倫理）： 
技術と倫理・規制、著作権法、個人情報保
護法、不正アクセス禁止法、青少年ネット
規制法 
14. 図書館における ICT 利用の展望： 
RFID、EPUB、DRM ほか 
15. まとめ 
 
この科目の授業内容案については、原田隆史11
や水島章弘12、吉田大介・北克一・杉本節子13によ
る先行研究があり、またこの科目のテキストとし
て出版された書籍に『図書館情報技術論』（学文社）
14がある。これらと比べていえることは、ほかの
科目でも扱われる内容はその科目にゆだねるよう
に考えたということと、講義を中心に構成しつつ、
コンピュータを用いた演習の設定を 2 カ所にしぼ
り設けたということである。いずれも、2 単位 15
コマという限られた時間で扱わねばならない内容
が非常に幅広いということによる。 
まず 1 点目については、科目「図書館情報技術
論」の内容として先述の「報告書」などの資料に
挙げられた項目の中には、従来よりほかの科目で
扱われてきた内容と近接するものがいくらか考え
うる。新省令科目中にあっては、電子資料やネッ
トワーク情報資源を含む各種の情報源の類型と特
質、またその組織化・メタデータの作成および検
索について、書誌データ作成の集中化・共同化（書
誌ユーティリティ）についてなどは他の科目（「情
報サービス論」「情報サービス演習」「図書館情報
資源概論」「情報資源組織論」「情報資源組織演習」）
の内容として挙げられている項目であるから、こ
れらには必要に応じて触れる程度にとどめ、重複
して主たる内容として扱うことは避けるよう考え
た。先に挙げた科目群は科目「図書館情報技術論」
の先修条件として、主たる説明はそれらの科目に
ゆだねるよう連携・調整をはかり、科目「図書館
情報技術論」で扱う場合は、ICT の活用のされ方
に重きをおき、図書館業務や資料そのものの説明
には深入りせずにおきたい。なお、司書課程外で
初年次教育（リメディアル教育）などとして設定
されている情報関連科目で扱われるような内容に
ついては、おなじ司書課程内の科目同士の場合に
比べて連携・調整を図りにくいことが考えられる。
しかし、少なくとも初歩的なコンピュータ操作ス
キル、Web ページの閲覧・検索操作、メールの送
受信、シンプルなエディタや文書作成ソフトウェ
アの操作、データファイルの取り扱いとディレク
トリの作成・管理などは、基礎的スキルおよびス
タディスキルの一端として習得済みであることを
前提としたい。 
2 点目については、水島案では演習について具
体的には触れておらず、テキスト『図書館情報技
術論』では授業外学習用の設問においていくつか
実技演習的要素がみられる小問がある程度である。
吉田・北・杉本案では、（具体的な分量の提示はな
されていないが）相当数の演習的要素を加味する
必要性が指摘されている。原田案では、3 種 5 コ
マの演習設定を行った A 案（基礎的な情報処理科
目が別にあることが前提で、演習を含む授業展開
が可能な場合）と演習を減らした B 案（演習を含
む授業展開が困難な場合）の提示があるが、コン
ピュータを用いた演習では、「その操作方法を把握
するだけでも手いっぱいとなってしまい、学習効
果があがらないという懸念15」も指摘されている。
まさしく、司書課程の新カリキュラムにおいて多
くの ICT に関連する事柄が取り扱われている中
でも、科目「図書館情報技術論」においては特に
このことは大きな要素となってくると考えられる。 
新省令科目の検討過程では、科目「図書館情報
技術論」に関して演習の重要さが意識されていた
ことが明らかにされている16。そして、本来であ
れば、技術的な面で重要なトピックスについて説
明するとともに、コンピュータ実習環境を用いた
演習で実践的に理解を促したいと考える事項はあ
るが、時間的にその余裕が十分にはないことが考
えられる。たとえば、HTML/XML のタグを用い
たマークアップなどは、実際に自ら手を動かして
HTML/XML 文書を作成すればよりよく理解でき
ると考えられるが、学生が前もって HTML の基
礎を学んでいるといった状況でない限り、数コマ
程度で有意義な内容を伴った情報発信ができるレ
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ベルまでの演習を行うのは困難であると考えられ
る。他方、実際に図書館が Web サイトなどでの情
報発信を行うにあたっての手段と方法は多様化し
てきており、Web ページが HTML で記述されて
いるからといって、HTML を自力で記述するスキ
ルがなければならないというわけではなく、
CMS(Content Management System)やさまざま
なツールなどを利用した形で実現することも可能
である。また、先にも述べたとおり、ICT そのも
のに関しては技術革新にともなう変化や移り変わ
りが非常に速い。コンピュータを用いた演習を通
して体験したことも、学生が大学を卒業し、図書
館などの現場に立った際には陳腐化している部分
も多いことになるだろう。そのように考えると、
コンピュータを用いた演習に時間をかける意義が
打ち消されてしまいかねないのである。そこで、
今回の試案ではコンピュータを用いた演習は、内
容も勘案して 2 か所に絞り込むことにした。 
 
7. おわりに 
本稿では、2012 年度より実施に移された司書課
程の新省令科目についてその構成を改めて確認し
た上で、図書館業務における情報化の進展とそれ
に対応した能力育成という観点での司書養成教育
への反映が、科目設定上どのように考えられてい
るのか、それ以前の旧省令科目からの変化ともあ
わせて考察した。また、新設された科目「図書館
情報技術論」の内容について検討し、具体的な授
業内容の構成について私案を提示することを試み
た。 
繰り返すように、ICT そのものについては技術
革新にともなう移り変わりが非常に速く、また図
書館業務における情報化の進展や図書館を取り巻
くさまざまな状況の変化という点でも、今後どの
ような変化があるのか予測しがたい。そのため、
今回案が一つの試みにすぎないという点からだけ
でなく、科目「図書館情報技術論」の授業内容は
短いサイクルでの見直しが絶えず必要である。盛
り込まれるべき新しいトピックスはじきに増えて
いくであろうが、一般論的に ICT に関する解説を
行い、あるいは演習を行うというのではなく、図
書館の業務においてどのような関わりが考えられ
るのか、どういった業務やサービスへの適用の可
能性があるのかといった観点が常に必要である。 
そのことはまた、この科目で基礎的なことを学
んだ学生がやがて図書館などの現場に立った際に
は、技術的な要素や各種の動向などを新しく学び
つつ状況の変化に対応していかなければならない、
そして、図書館における ICT の利活用に際しての
問題を認知し対処するためのスキルを磨いていか
なければならないことを意味している。司書課程
の学習内容は、図書館の専門的職員として業務を
行うための基礎的な知識・技術を修得するもので
あるが、あくまでも「その後さらに専門的な知識・
技術を身に付けていくための入口として位置付け
17」られるものである。これからの図書館の在り
方検討協力者会議の「報告書」において指摘され
るように、図書館での業務経験や研修などによる
学習の機会において徐々に形成されていく部分と
いうのが重要な要素となるが、これに対して基盤
を形成する司書課程における教育としてできるこ
とは何であるのか、さらに検討を深める必要があ
るだろうことは、今後とも課題としておきたい。 
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